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婦人相談所が行う一時保護の委託について 

 

 

婦人相談所が行う一時保護の委託については、下記の点に留意し、適切な運用を図られる

ようお願いする。 

なお､「配偶者からの暴力被害者の一時保護の委託について」(平成１４年３月２９日雇児

福発第0329002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知)、「人身取引被害者の

一時保護の委託について」(平成１７年４月１日雇児福発第0401001号厚生労働省雇用均等・

児童家庭局家庭福祉課長通知）、｢売春防止法に基づく要保護女子の一時保護について｣（平

成１９年３月２９日雇児発第0329002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「売

春防止法に基づく要保護女子の一時保護について」(平成１９年３月２９日雇児福発第

0329004号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通知）は、本通知の施行に伴い廃

止する。 

また、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定

に基づく技術的な助言である。 

 

記 

 

１．一時保護委託の対象者の範囲 

次の（１）及び（２）に掲げる者について、人権、所在地の秘匿による安全の確保、 

自立支援等の観点からより適切な保護が見込まれる場合に、一時保護の委託が可能とな 

ること。 
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（１）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（平成１３年法律 

第３１号）第３条第４項に基づき保護した配偶者からの暴力の被害者 

 

（２）売春防止法に基づく要保護女子(｢｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関 

する法律」の施行に対応した婦人保護事業の実施について」(平成１４年３月２９日

雇児発第0329003号雇用均等・児童家庭局長通知。以下「実施通知」という。）の第

１に定める対象者のうち１のウを除く者）であって、次に掲げる要件のいずれかに

該当する者 

①  「人身取引対策行動計画」に基づき保護した人身取引被害者であること。 

②  恋人からの暴力の被害者であること。 

③  支援を行うことが特に必要であると認められる妊産婦であること。 

④  「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（平成１２年法律第８１号）第８条 

第１項に基づき保護したストーカー行為の被害者であること。 

⑤  性暴力・性犯罪の被害者であること。 

⑥  上記の他、実施通知の第1の１のア、イ又はエに該当する者。 

 

２．一時保護委託での支援 

一時保護の委託にあたっては、｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す 

る法律第３条第４項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準」(平成１３年７月２３ 

日厚生労働省告示第254号）や実施通知を参照するとともに、次の点に留意すること。 

 

（１）基本的な支援の内容は次のとおりとすること。 

①  入所者に対する食事の提供(調理のための設備を有する施設にあっては、食材の 

提供でも差し支えない｡)､入浴の提供及び被服の提供、行政機関への訪問等のため 

の入所者の移送(人身取引被害者の場合にあっては出身国の大使（領事）館等との 

連絡・調整、移送）を行うこと。 

②  一時保護委託対象者の人権､配偶者からの暴力や人身取引被害の特性、安全の確 

保や秘密の保持､自立支援等に関する研修を行った職員により保護・支援を行うこ 

と。 

 

（２）一時保護の委託契約においてさらに以下の事項を盛り込むこと。 

①  委託料の経理に当たっては､委託一時保護所に係る区分を設け、委託事業とそれ 

以外の事業を明確に区分して処理すること。 

②  都道府県知事は委託事項の実施状況に関して報告と資料の提出を求めることが 

できること。 

③  委託事業の実施に当たり､次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその状 

況を都道府県知事に報告すること。 



 

ア  災害その他の事由により、委託業務の執行が困難になったとき 

イ  委託された者に事故があったとき 

ウ  ア、イに掲げるもののほか、運営に支障をきたすような事態が発生したとき

④  委託業務に関連して知り得た個人に関する情報を第三者に漏らしてはならない 

こと。 

 

（３）委託契約施設における一時保護については、次の点に留意して適切に対応するこ 

と。 

 

被害者が婦人相談所における一時保護の要否判断を経ることなく、委託契約施設

に直接来所し一時保護を求めた場合にあっては、当該施設は、速やかに、被害者の

安全を確保し、婦人相談所に連絡するものとし、婦人相談所は、速やかに一時保護

の要否の判断、委託の適否の決定及び委託先施設の決定（当該施設にそのまま委託

することを含む。）を行い、被害者及び当該施設に伝えるものとすること。 

なお、このような婦人相談所における一時保護の要否判断を経ることなく、委託

契約施設に被害者が来所し、一時保護を求める場合の取扱いについては、その連絡

方法や委託料に係る取扱いについて、 あらかじめ委託契約に盛り込んでおくことが

望ましいこと。 

 

（４）外国人婦女子緊急一時保護経費の一時保護委託施設における活用については、次 

の点に留意すること。 

 

外国人婦女子緊急一時保護経費については、婦人相談所の一時保護所のみならず、一

時保護委託を行う施設においても活用することが可能であることから、その必要が生

じた場合には婦人相談所は適切に対応すること。 

 

  （５）婦人相談所は、一時保護委託施設との連携について、次の点に留意すること。 

 

    婦人相談所は、一時保護委託先で保護を受ける被害者に対して、必要に応じて、婦

人相談所の医師、看護師、心理療法担当職員等による医学的又は心理学的援助を行う

とともに、当該被害者の処遇等についてのケース会議を一時保護委託先施設と開催す

るなど、緊密な連携を図り、被害者の自立に向けた支援を行うこと。 

 

３．経費 

この一時保護委託に要する経費については、｢婦人保護費の国庫負担及び国庫補助に 

ついて」（平成１５年１月２９日厚生労働省発雇児第0129001号厚生労働事務次官通 

知）の別紙「婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金交付要綱」によるものとする。 



参考 
 

一時保護委託基準 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律第三条第四項の規定に基づき厚生

労働大臣が定める基準（平成十三年七月二十三日厚生労働省告示第二百五十四号） 

 

一  地方公共団体、社会福祉法人その他の法人又は被害者（配偶者からの暴力の防止及び被 

害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一号）第二十八条の二に規定する関係 

にある相手からの暴力を受けた者を含む。以下同じ。）の保護の実施に関し相当の活動実 

績を有する者であること。 

二  被害者の一時保護の用に供する施設として特定した施設（以下「委託一時保護所」とい 

う。）が、不特定多数の者に開放されておらず、かつ、委託一時保護所に入所した被害者 

（以下 「入所者」という。）の安全及び衛生の確保並びに入所者のプライバシーの保護に

配慮した設備を有していること。 

三  次に掲げる運営が可能な体制にあること。 

イ  入所者を二週間以上継続して入所させること。 

ロ  入所者に対して食事(調理のための設備を有する委託一時保護所にあっては、食材を 

含む。）及び被服を提供すること。 

ハ  入所者の処遇について、婦人相談所と連携を図ること。 

ニ  夜間を含め、速やかに入所者と連絡を取ること。 

四  事前に都道府県と報告徴等について定めた委託契約を締結していること。 


